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札幌新まちづくり計画市民会議4

札幌新まちづくり計画の策定に当たり、重点的に取り組むべき施策や市民・企業・行政な

どが担う役割などについて市民と共に考え、共通の認識を形づくることを目的とします。
設 置 目 的

市民会議は、公募委員10名、有識者14名の計24名で構成するほか、よりきめ細やかな検

討、議論を行うため、「経済・雇用」「共生・地域づくり」「環境・都市機能」「文化・人づく

り」の4つの分科会を設置しました。

なお、公募委員には、122名の市民から応募がありました。

会議の構成

氏　　名 

座　長　 内田　和男 

副座長　 杉岡　直人 

副座長　 　田　悦子 

委　員　 阿部　一司 

委　員　 荒　　紀男 

委　員　 飯塚　優子 

委　員　 伊藤　淑子 

委　員　 岩田　美香 

委　員　 臼井　　博 

委　員　 大坂　　紫 

委　員　 太田　幸雄 

委　員　 大沼　義彦 

委　員　 木路毛五郎 

委　員　 工藤　仁美 

委　員　 黒田　澄雄 

委　員　 小林　英嗣 

委　員　 柴川　明子 

委　員　 杉森　洋子 

委　員　 田村　丈生 

委　員　 燕　　信子 

委　員　 中井　和子 

委　員　 中島　　洋 

委　員　 林　　雅之 

委　員　 平本　健太 

北海道大学大学院経済学研究科教授 

北星学園大学社会福祉学部長 
同大学院社会福祉学研究科長 

（公募委員） 

6北海道ウタリ協会副理事長 

札幌商工会議所中小企業委員会副委員長 
1タカノ代表取締役副社長 
アートコーディネーター 
赤い実企画代表 

北海学園大学経済学部教授 

北海道医療大学看護福祉学部助教授 

北海道教育大学教授 

（公募委員） 

北海道大学大学院工学研究科教授 

北海道大学大学院教育学研究科助教授 

（公募委員） 

札幌地区ユニオン副代表 

（公募委員） 

北海道大学大学院工学研究科教授 

（公募委員） 

（公募委員） 

（公募委員） 

（公募委員） 

中井仁実建築研究所代表取締役 

（公募委員） 

（公募委員） 

北海道大学大学院経済学研究科助教授 

◎ 経済・雇用 

◎ 共生・地域づくり 

経済・雇用 

文化・人づくり 

経済・雇用 

文化・人づくり 

○ 共生・地域づくり 

共生・地域づくり 

◎ 文化・人づくり 

環境・都市機能 

環境・都市機能 

○ 文化・人づくり 

文化・人づくり 

経済・雇用 

共生・地域づくり 

◎ 環境・都市機能 

共生・地域づくり 

文化・人づくり 

経済・雇用 

共生・地域づくり 

○ 環境・都市機能 

環境・都市機能 

環境・都市機能 

○ 経済・雇用 

職　　な　　ど 
所属分科会 

（◎会長、○副会長） 

■委員名簿（敬称略） 

注1：木路毛五郎委員は、平成15年12月4日に逝去。 
注2：各委員の職は平成16年10月1日現在のものである。　 
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会　　　　　　議 

第1回全体会議 

第2回全体会議 

H15.11.  6

H15.11.19

第1回文化・人づくり分科会 

第1回共生・地域づくり分科会 

第1回経済・雇用分科会 

第1回環境・都市機能分科会 

第2回文化・人づくり分科会 

第2回環境・都市機能分科会 

第2回経済・雇用分科会 

第2回共生・地域づくり分科会 

第3回文化・人づくり分科会 

第3回共生・地域づくり分科会 

第3回経済・雇用分科会 

第4回文化・人づくり分科会 

第3回環境・都市機能分科会 

第4回環境・都市機能分科会 

第5回文化・人づくり分科会 

第4回共生・地域づくり分科会 

第4回経済・雇用分科会 

第3回全体会議 

第4回全体会議 

第5回全体会議 

「札幌新まちづくり計画に関する提言」提出 

第6回全体会議 

第7回全体会議 

H15.12.  4

H15.12.  8

H15.12.  8

H15.12.10

H15.12.25

H15.12.22

H15.12.22

H16.  1.  6

H16.  1.  8

H16.  2.  3

H16.  2.  4

H16.  2.  5

H16.  2.  7

H16.  2.23

H16.  2.23

H16.  2.24

H16.  3.  1

H16.  1.29

H16.  3.16

H16.  4.  6

H16.  4.12

H16.  8.25

H16.10.25

開催日時 主　な　会　議　内　容 

●委員自己紹介 
●座長、副座長選出 
●今後の会議の進め方について 

●市政概要について 
●分科会設置 

●分科会の進め方について 
●重点戦略課題ごとの「現状と課題」について 

●重点戦略課題ごとの「施策の基本方針」等について 
●第3回全体会議への中間報告内容について 

●分科会中間報告について 
●提言書の枠組みについて 

●市の素案（ビジョン編）について 
●分科会としての提言内容について 

●議論のまとめについて 
●第4回全体会議への分科会報告内容について 

●分科会報告について 
●提言書の構成について 

●提言書案について 

●座長から市長へ提言書手交 

●重点事業編（案）について 

●最終報告 

分
　
　
科
　
　
会 

分
　
　
科
　
　
会 

■市民会議開催経過 

■「札幌新まちづくり計画に関する提言」の概要

1 提言のポイント

①ビジョン編に向けての「市の素案」に対する意見

適切な現状・課題認識のもとに、市民ニーズに適合した施策が提示されており、おおむね妥当。

市民の主体的な活動の総合的な支援の視点など、さらに検討を求める事項は総論・各論に記載。

②重点的に取り組むべき施策（総論・各論）

各分科会でまとめた重点施策を各論として整理。各論の共通事項、主要事項を総論として整理。

③資料編

委員の個別意見も含め、分科会からの報告を掲載。議論の過程を記録として残すとともに、今後のま

ちづくりの参考材料として提示。

2 総論の骨子

次ページのとおり。
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■総論の骨子 

こ
れ
か
ら
の
ま
ち
づ
く
り
の
大
切
な
視
点 

市民自治の推進 

■市民がまちづくり

の主体として、ま

ちを愛しその役割

を積極的に担い、

公共的な活動に取

り組む 

札幌ブランドの 
創出・継承 

■まちの自然・風

土・歴史・文化に

根ざした北方都市

札幌ならではの魅

力をまもり・創

り・育てる 

持続発展が可能な
都市の実現 

■ゆたかな自然と共

生し環境に配慮し

た持続可能な都市

を創出する 

安心・安全な 
まちづくり 

■誰もが安心・安全に

暮らし、生きいき

と活動できる共生

のまちを実現する 

市民活力の向上 

■市民がつくる身近

な文化・産業・活

動を活性化する 

取り組みの方向・課題 

経済・雇用 
●産業振興のビジョンと戦略づくり 
●新たなまちづくりの情報発信 
●小さな企業・起業家の支援 
●困った時の支援体制づくり 

環境・都市機能 
●身近な自然の保全・育成 
●快適で魅力ある都市景観形成 
●協働による雪対策など北の都市課題
への対応 
●環境負荷の少ないまちづくり 
●コンパクトシティへの取り組み 
●ユニバーサルデザインの推進 
●地域コミュニティの再生 

共生・地域づくり 
●住民の自発的活動の促進 
●子育てと子どもの育ちの支援 
●高齢者、障がい者の地域生活の支援 
●健康づくりの支援 

文化・人づくり 
●小さな表現活動、多様な文化活動の育成 
●札幌独自のスポーツ文化の育成 

 
●多様な可能性をもつ人材の育成 
●協働による子どもたちの教育 

取り組みの進め方 

規制と緩和 
●美しく風格ある都市景観のためのガイ
ドラインづくり 
●公共空間や学校などの公共施設を市民
の多様な活動の場として活用するとと
もに、管理運営を市民が担う仕組みづ
くり　等 

情報の共有化 
●多様なメディア、イベント、ノウハウ
を活用した広報活動の強化 
●まちづくりの施策や取り組みを評価し
情報を共有する仕組みづくり　等 

人権と個性の尊重 
●先住民族や社会的に弱い立場にある人
人の尊厳を大切にする価値観の育成 
●男女共同参画社会実現のための工夫　等 

人材の育成 
●さまざまな人たちが地域のまちづくりに参加・活躍する仕組みづくり 
●子どもたちの参加型のまちづくり教育の充実　等 

協働での実施 
●さまざまな主体が連携・協働して公共
的活動に取り組む仕組みづくり 
●地域のまちづくりセンターを住民主体
で運営する仕組みづくり　等 

当面の重点的な取り組み 

札幌独自の魅力を発信する 
取り組み 
●札幌の魅力を世界にアピールする都
心のまちづくりを推進 
●札幌の芸術・スポーツ・生活文化、
季節感ある自然、都市景観の魅力や
特色ある産業の創出・発信　等 

市民・ＮＰＯ・民間の活動を 
活発にする取り組み 
●多種多様な小さな企業の活性化、起業
支援、産業振興策の実施主体の役割の
点検、見直し 
●市民が自ら作り上げる小さな表現活動
・文化活動を支援し、活性化する仕組
みづくり　等 

環境への負荷を低減し、 
自然を保全・育成する取り組み 
●エネルギーの有効利用、人と環境を重
視した交通体系づくり、廃棄物の発生
抑制 
●市民が身近な自然と親しみ、自然に学
び、自然を保全・育成する活動の普及
と実践　等 

地域住民のふれあいや交流を大切
にし、活動を活発にする取り組み 
●住民の交流・活動の拠点となる居場
所づくり、活動を支える人づくりや
ネットワークづくり 
●住民主体の地域でのスポーツクラブ
の形成と健康づくりを支援する仕組
みづくり　等 

子ども・高齢者・障がい者・女性
などを地域の中で支える取り組み 
●身近な情報提供・相談機能、生活に即し
た居住環境や地域ケアの仕組みづくり 
●ニーズの高まる分野での産業・雇用
創出や就労支援、労働相談支援の体
制整備　等 
 

子どもの教育を地域のさまざまな 
主体が協働して実践する取り組み 
●表現活動や文化体験を通して子どもの
可能性を伸ばし、社会性を育てる教育
の実践 
●地域社会のさまざまな分野からの学校
運営への参画を可能にし、共に子ども
の教育を担う仕組みづくり　等 
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さっぽろまちづくりトーク～新たなまちづくり計画の策定に向けて～5

「札幌新まちづくり計画」の策定に当たり、今後の札幌のまちづくりについて、市民の皆さ

んと共に考えていく場として開催しました。

1 開 催 趣 旨

平成15年11月25日（火）18：30～20：452 日　　　時

ホテルポールスター札幌（来場者約200名）

『元気なさっぽろをつくろう! ～そのための5つの基本目標～』

『「あれもこれも」ではなく「あれかこれか」のまちづくり！』

まちづくりの5つの基本目標や市民自治、誇りを持てるまちづくりなどについて、市長から

お話ししました。

座談会を踏まえて、4人の座談者と来場者との間で、活発な意見交換が行われました。

以下のような事柄について意見交換が行われました。

●行政サービスは、日々の市民生活の中であまり意識されないこともあるが、年代によって行政に求め

るサービスは異なり、それをどう折り合いをつけて暮らしていくか大きな問題であること。

●まちづくりの計画は、行政だけの計画ではなく地域の計画であり、地域全体で議論し、責任も受け止

めながら選択していくことが、地域ブランドをつくるための一つの原動力になること。

●行政が施設整備をした後の維持管理費などのコスト情報は、きちんと市民の間で共有して地域で投資、

選択をしていかなければならないこと

●札幌は、冬は、生活道路の除雪対策や子どもの遊び場が足りないといった課題もあるが、冬の足とし

て強い地下鉄もあり、緑や公園も多いなど、快適に過ごすことができる可能性をもっていること。

●創造力（他者に対する配慮）をもって社会にかかわることができるかどうかが、ゆたかな社会である

ために大切であること。 など

3 会　　　場

4 プログラム

市長からのメッセージ

座　談　会

進行・座談者 安田　睦子氏 

宮脇　　淳氏 

鶴羽　佳子氏 

上田　文雄　 

㈲インタラクション研究所代表 

北海道大学大学院法学研究科教授 

フリーキャスター 

札幌市長 

座　談　者 

座　談　者  

座　談　者  

来場者との意見交換
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来　場　者　の　意　見 

●北3条西4丁目から西5丁目の間の交通を遮断して、

若者の美術作品を展示したり、フリーマーケット

を催してはどうか。 

座　談　者　か　ら　の　意　見 

●賛成であり、警察の権限である道路の規制を変え

ることができれば、実現は早いのでは。 

●夏の期間限定でもいいから、カフェテラスとかで

きればいいのだが。市民の中から声として出てこ

ないと、計画にはならない。 

●民主主義を改良する、そういう実験都市にチャレ

ンジしてはいかがか。 

●連絡所をコミュニティづくりの核にして民主主義

を進化させることを考えている。世界に誇れる民

主主義を徹底させるものになれば。 

●全国的に見ると効率が悪いけれども、札幌地域に

とっては重要なので、選ぶということがあっても

いい。強い民主主義は必要。 

1

●町内会も大事だが、町内会とともに地域社会で自由

な活動がおきるような環境をつくっていただきたい。 

●問題関心別にいろいろな人の集まりが出てくるの

で、町内会もその一つというとらえ方である。い

ろいろな役割をいろいろな団体が担い合って、そ

れが地域をつくっていくという流れの中で、連絡

所などが機能できれば良いと思う。 

●いい格好はしなくて良いので、若者の就職対策を

一番先にやってほしい。 

●新しい産業を生むのも大事だが、中小零細企業が

倒産することを回避して、就業する場所を確保す

ることは本当に大事である。 

●まちづくりの活動にはいろいろな形が考えられる

が、町内会とかかわらなければ、個人でやってい

ると言われてしまう。 

●この際町内会を無くしてほしい。 

2

5

●行政も市民も意識を改革していかなければならな

い。皆さん意識のレベルが低い。 

●私たち市民がみんなで受け止めなければならない。 
6

●2008年のサミット誘致に向けて、他の都市と比

べて、どこをアピールしていくのか。 

●誘致するなら北海道と一緒にやらなければならな

いが、歴史のある古い街というのがコンセプトで

あり、札幌がそのラインに乗れるかどうかとか、

警備の問題もあり、難しい条件はかなりあるのだ

ろうと思う。 

7

●街並みなどまちづくりに、色彩、形、質感という

ことを取り上げていただきたい。 

●札幌が他の都市とどのように差別化できるか、ブ

ランドを持てるかということが重要である。 
8

●犯罪被害者の権利の拡大と資金援助の制度を早急

につくってほしい。 

●弁護士会や被害者を支援するＮＰＯがあるので、

そういう社会的なシステムをつくっていく。そし

て、大きな社会の流れの中で、行政も関与するよ

うになることもあり得ると思う。 

9

●お金もかからずに、世界にも通用するので、足元

からのあいさつ運動を是非やっていただきたい。 

●すばらしいアドバイスに感謝します。 10
 

3

4

5 来場の方々との意見交換（要旨）
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パブリックコメント手続き6

Ⅰ パブリックコメント手続きの概要

札幌市では、重要な条例や計画などの政策を策定する際のパブリックコメント手続きについて制度化

し、平成16年7月1日から政策案とその資料を市民に広く公表して意見を求め、寄せられた意見を考慮

しながら決定するとともに、その意見に対する市の考え方を公表することとしました。

1 パブリックコメント手続きについて

平成16年8月3日に重点事業編（案）を公表し、翌8月4日から9月2日までの30日間意見を募集しま

した。募集期間中に寄せられた延べ40人（団体を含む）の方々からの意見については、意見の概要とそ

れに対する市の考え方をとりまとめるとともに、計画に反映できるものについては計画内容を変更し、9

月22日に重点事業編を公表しました。

なお、重点事業編に先立ち5月に公表したビジョン編については、アンケートなどによる広範な市民意

見も参考としながら、公募委員や有識者からなる市民会議の提言を踏まえて策定し、市民会議の審議内

容も逐次公開していることから、パブリックコメントは重点事業編（案）のみを対象に実施しました。

重点事業編（案）の構成に沿って、提出された意見を分割し、分類しています。

2 重点事業編（案）に対するパブリックコメント

3 意見提出者　　40人（団体を含む）

提　出　方　法 提出者数 

2人 

14人 

14人 

10人 

郵　　　　　送 

持　　　　　参 

フ ァ ク シ ミ リ  

電 子 メ ー ル  

4 意見件数と内訳　　　99件

新まちづくり計画について 

重点事業編 

―― 

―― 

―― 

2件 

17件 

―― 

（72件） 

8件 

36件 

23件 

2件 

3件 

―― 

―― 

8件 

　1　計画策定の趣旨 

　2　計画の特徴 

　3　計画策定の取り組み 

　1　重点事業編策定の考え方 

　2　「まちづくりの大切な視点」を踏まえた事業の取り組み 

　3　「施策の展開方針」に沿った事業の取り組み 

　4　計画事業 

　　基本目標1　元気な経済が生まれ、安心して働ける街さっぽろ 

　　基本目標2　健やかに暮らせる共生の街さっぽろ 

　　基本目標3　世界に誇れる環境の街さっぽろ 

　　基本目標4　芸術・文化、スポーツを発信する街さっぽろ 

　　基本目標5　ゆたかな心と創造性あふれる人を育む街さっぽろ 

　　その他の重点事業 

　5　主な施設等サービス水準 

その他の意見 
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寄せられた意見については一部要約、分割して掲載しています。また、文中の「計画」とは、特にこ

とわりがない場合は「札幌新まちづくり計画」を指します。

Ⅱ 意見の概要とそれに対する市の考え方

重点事業編

1　重点事業編策定の考え方　〈2件〉 

意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

●事業の実施による成果の検証と評価は、公

募市民も入った第三者機関で行うべき。 

 

 

 

 

 

●この計画を実現するためには組織横断的に

全庁的な体制構築、職員の意識高揚が必要

と考える。 

　札幌市では外部評価の導入などを柱とする新しい行政評価制

度を17年度から試行実施する予定ですが、第三者評価機関の

構成や評価についての市民参加など、外部評価の詳細について

は今後検討していく予定です。計画の成果の検証・評価に当た

ってはこの制度も活用したいと考えており、計画書における「計

画の推進に当たって」の部分にその旨の記述を加えます。 

 

　計画策定に当たっては、全庁的なプロジェクトを設置して組

織横断的に施策の基本方針や事業について検討を行ったところ

です。 

　計画の実施に向けても各部局の連携を図って全庁的に取り組

むこととしていますので、それを確認する趣旨から「重点事業

編策定の考え方」の中に盛り込みます。 

2　「まちづくりの大切な視点」を踏まえた事業の取り組み　〈17件〉 

意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『市民自治の推進』 6件 

●区単位に区のまちづくりを考える区民協議

会を設けるべき。 

 

 

●市民の活動を促進するための条例をつくる

べき。 

 

 

●まちづくりに子どもの意見を取り入れるし

くみをつくるべき。 

 

●指定管理者制度により、市民利用施設は市

民団体へ運営の委託を進めるべき。 

 

 

 

●子どもの権利条例の制定に当たっては、当

事者である子どもの参加を積極的に進める

べき。 

 

　区民協議会については、まちづくり協議会の形成に向けての

実践を踏まえながら、そのあり方について地域の方々とともに

検討していきます。 

 

　市民自治の推進という趣旨を踏まえ、計画にあります「元気

活動創出事業」において市民活動促進条例の制定を視野に入れ

た市民議論を行うこととしています。 

 

　子どもの権利条例の制定の中で議論していきたいと考えてい

ます。 

 

　多様化する市民ニーズにより効果的・効率的に対応するため、

公の施設の管理に民間の能力を活用し、市民サービスの向上と

経費の節減を図るという制度の趣旨を踏まえて、施設の目的・

性質に応じて最も適当な団体を選定します。 

 

　子どもの権利条例の制定については、子どもたちの参加のも

とに進めていきたいと考えていますので、その趣旨を明らかに

するため、「子どもの権利推進事業」における計画書の備考欄

の記載を、「市民参加による条例案の検討」から「子どもを含

めた市民参加による条例案の検討」に修正します。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

●「北区北部のビジョンづくり」という特定

の地区のビジョンづくりが計画に掲載され

ているが、これでは他の地区のビジョンづ

くりが閉ざされた感じがあり心配。 

『さっぽろブランドの創出・継承』 3件 

●食産業分野において、食の安全・安心とい

う視点を取り入れ、遺伝子組み換えを行っ

ていない作物を札幌ブランドとするべき。 

 

●札幌の食産業を安心・安全というブランド

で構築し、子どもたちが安心して食べられ

るものを学校給食などに積極的に取り入れ

ていくことを提案する。 

 

 

 

●住みよい生活環境と都市景観を保全するた

め、用途地域の見直しや「中高層建築物の

建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」

の見直し強化を図るべき。 

『持続発展が可能な都市の実現』 5件 

●子どもが安心して遊べる緑地や安全に行き

来できるような空間を増やすべき。 

　地域の特性を活かしたまちづくりへの取り組みの一つとして

計画に盛り込んだものであり、他の地域のビジョンづくりを否

定する趣旨ではありません。 

 

　計画にあります「食産業振興プロジェクト事業」においては、

遺伝子組み換え食品の安全性を含め、市民に信頼される安心・

安全な「食」を札幌のブランドとして構築すべく、関係機関と

連携しつつ検討していきたいと考えていますので、その趣旨を

明らかにするため、計画書の事業内容に｢安心・安全な｣という

文言を明記します。 

　また、学校給食においては、札幌市内のエコファーマーが生

産した「玉ねぎ」「小松菜」「ちんげん菜」を全市で使用して

おり、今後も、生産者や関係機関等との連携を図りながら品質、

生産量、価格等の条件を十分に検討し、積極的に取り入れてい

きたいと考えています。 

 

　用途地域については、本年3月に策定した「都市計画マスタ

ープラン」を踏まえた見直しに着手していますが、多様で質の

高い居住環境の実現や美しい都市景観づくりは、検討に当たっ

ての重要な観点の一つと考えています。 

　なお、「中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関す

る条例」については、建築主などの配慮事項と建築計画の事前

公開や紛争調整の手続きを定めることにより紛争の予防と調整

を図り、もって良好な近隣関係の保持と健全な地域環境の形成

を目的としたものでありますが、制定後4年が経過しているこ

となどから、現在の社会状況を踏まえた対象地域の見直しにつ

いて検討していきます。 

 

　計画には、緑の基本計画に定める緑化重点地区における公園

整備やユニバーサルデザインの公園づくりなどを盛り込んでお

り、引き続き、子どもから高齢者まで誰もが身近な場所で安心

して過ごせる公園の整備を進めていきます。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

●公園や小・中学校などの公共施設にはビオ

トープ型の植樹を行い、リユースの視点か

ら既存樹木の利活用に努めるべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学校版ＩＳＯのような札幌独自の環境評価

基準をつくり、子どもたちが学校の環境管

理と環境監査に、主体的に参加し計画実行

していくしくみを取り入れるべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●子どもが集まる場所の電磁波を測定し、発

生源を移転するべき。 

 

 

 

 

 

 

 

●街区公園に限らず、公園の管理運営を市民

団体に任せるべき。 

　公園の新規造成や再整備の際には、可能な限り既存樹林の保

全を図るとともに、多様な生物の生息に適した空間も導入する

など、自然環境の保全や創出に努めています。 

　小･中学校の校地整備の際には、限られた敷地に校舎・屋内

運動場、プール、格技場、クラブ活動場等のスペースを確保し

たうえでの植樹等であり、場所的な制約もありますが、可能な

限り自然に近い植樹を行っていきたいと考えています。また、

リユースの観点からの既存樹木の利活用に関しては、現在も校

舎の全面改築により支障となる樹木を校地内の他の場所や他校

に移すなど、移植可能な樹木について行っています。 

　このほかの公共施設整備においても、可能な限り敷地内の既

存樹木を活かすとともに、周辺環境や施設の計画に配慮した植

樹を行っていきたいと考えています。 

 

　札幌市環境マネジメントシステムにおける重点課題として「学

校における取り組みの推進」を挙げ、市立小・中学校における

総合的な学習の時間等を活用し、児童･生徒が地球環境につい

て学び、自ら環境負荷を意識した生活行動をとれるよう環境教

育を進めています。 

　また、15年度から小・中学校36校をモデル校として、光

熱水費節約分の半額を学校裁量で予算執行できるようにするな

ど、教職員のみならず児童・生徒も含めて節約意識の高揚、環

境にやさしい学校運営に努めているところです。これらを通じ

て、各学校がそれぞれの創意と工夫で、児童・生徒の（学校の

環境も含めた）環境に対する意識を醸成することが大切である

と考えています。 

 

　現在、電磁波の健康影響について、日本を含め国際的な調査

が行われ、ＷＨＯにおいて結果を取りまとめているところであ

り、近々結果がまとまるとみられています。 

　札幌市では、これまで厚生労働省・環境省等に対して、電磁

波に係る調査研究や情報提供などを働きかけてきました。 

　今後も引き続き、国に対して働きかけていくとともに、ＷＨ

Ｏや国における電磁波の健康影響に係る結果をもとに、必要な

施策を検討していきたいと考えています。 

 

　街区公園以外でも、公園の管理運営の一部を市民団体に委ね

ている事例はありますがまだまだ少ないのが現状です。今後は、

計画事業にもありますが、公園ガイドの育成や、イベント開催

の促進、公園ボランティア登録制度の確立などにより公園の管

理運営への市民団体の参画を促進するよう努めます。 

　なお、計画事業が街区公園に限った取り組みでないことを明

らかにするため、「市民がみどりを守り育てるしくみづくり事

業」における計画書の事業内容の記述を、「市民が公園の管理

運営に参加できるように」から「市民が公園種別にかかわらず

管理運営に参加できるように」に修正します。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『安心・安全なまちづくり』 3件 

●障がいのある人の地域での生活を可能にす

る住宅政策を盛り込むべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●まちづくりの大切な視点に「安心・安全な

まちづくり」を設定し、高齢者、障がいの

ある人などの在宅介護の体制づくりを取上

げていながら、災害発生時の安全の確保や

救出などが脱落している。自主防災は、札

幌市では特に遅れている分野であり、住民

自治にとって二次的な効果が期待されるも

のなので、常にまちづくり計画に取上げら

れるべき課題である。 

 

●治安の問題は大切であり、防犯の取り組み

は放火防止の事業だけではなく、もう少し

考えてほしい。 

 

　現在、身体に障がいのある人への住宅供給として、市営住宅

の建替えや新築において、一部に車いすが対応できる住戸の供

給を行っているところです。 

　また、計画では、高齢者や障がいのある人をはじめ、誰もが

快適に暮らせる住まいを実現するために、既設の市営住宅への

エレベータ設置の検討などのバリアフリー化に向けた取り組み

を推進するほか、住まいに関するさまざまな課題の解決に向け

た情報提供や助言などを行う住まいのプラットフォーム（場）

を創設していきます。 

 

　札幌市はこれまでも単位町内会や自治会等による自主防災活

動を促進するために活動に要する資機材の支援などを進めてき

たところです。今後も、地域の防災力の向上のために、自主防

災組織の結成率のさらなる向上と活動の充実に積極的に取り組

んでいきます。 

 

 

 

 

 

　現在、札幌市では札幌地区防犯協会連合会に補助金を支出し、

地域での防犯活動を支援しています。また、市民の生活安全に

関する施策について、札幌市として具体的にどう取り組んでい

くか検討しており、そのための調査などを行う事業を新たに計

画に盛り込みます。 

 
基本目標1：元気な経済が生まれ、安心して働ける街さっぽろ　〈8件〉 

意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『(仮称)就業サポートセンター事業』 2件 

●対象者に障がいのある人を含め、障害者就

業・生活支援センターや札幌市障がい者Ｉ

Ｔサポートセンターとの連携を行い、情報

の共有と企業とのパイプづくりを行うべき。 

 

　障がいのある人を対象とした就業支援については、ハローワ

ークにおいて専門の求人開拓推進員を配置して求人情報を収集

するとともに、専門の窓口(みどりのコーナー)を設置して個人

の状況に応じた職業相談や職業紹介、就職後は、職場への定着

指導などを専門的に行っています。 

　16年秋に開設する（仮称）札幌市就業サポートセンターにお

いては、女性と中高年齢者を主な対象として、官民共同窓口に

よる無料職業紹介事業（16年6月21日構造改革特区認定）と

関連事業による就職支援サービスの提供を予定しており、当面

のところ障がいのある人に特化した就業支援を行う予定はあり

ませんが、札幌市としましては、障がいのある人の就業支援に

ついて、「障害者雇用促進会」（国と共催）の開催や北海道障

害者雇用促進協会が発行する「障害者求職情報」への財政支援

など、今後とも国などの関係機関と連携しながら進めていきます。 

計 画 事 業
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

●女性が働きやすい環境づくりが急がれる。

札幌サンプラザ内に、子どもの一時預かり

機能と就労相談時の保育ルームを設置して

ほしい。 

 

　就業サポートやグループで起業のノウハウ

を学ぶため、パソコンなど必要な機能を備

えたセミナールームを設置してほしい。 

『ＩＴを活用した障がい者在宅就労支援事業』 1件 

●この事業で設置される検討会議では、行政

が果たすべき役割についてしっかりと議論

してほしい。特に、障がいのある人が仕事

に就くことにより創り出される価値（社会

的効果）を評価する視点に立って、行政の

業務発注のあり方について検討することが

必要。 

『丘珠空港整備と空港周辺のまちづくり事業』 2件 

●丘珠空港整備事業は2004年3月で全て終

了し緩衝緑地帯の整備事業へ着手すると札

幌市から説明を受けていた。丘珠空港周辺

の整備は空港緑化整備事業のみとして、計

画案37ページの「道内各市町村と連携し

た魅力の発掘・アピール」の項目からは事

業を削除すべき。　　　（類似意見1件） 

　札幌サンプラザ内の保育ルームについては、場の確保、対応

体制、ニーズなどを総合的に勘案して、今後、検討していきた

いと考えています。 

　また、（仮称）札幌市就業サポートセンターにおいては、官

民共同窓口による無料職業紹介事業（特区事業）のほか、再就

職を目指す女性の再就職支援事業や起業家講座などを予定して

いますが、このうち、女性の再就職支援事業では、男女共同参

画センターとの連携により、同センターのパソコン教室を活用

することも予定しており、それぞれのセミナーの中で必要に応

じてパソコン活用の時間を設けるなど工夫して実施したいと考

えています。 

 

　この事業において設置を予定している障がいのある人のＩＴ

を活用した在宅就労支援に係る検討会議においては、行政の果

たすべき役割を含め、ご意見の趣旨を十分踏まえたうえで、効

果的な支援のあり方について検討を進めていきます。 

『雇用創出型ニュービジネス立地促進事業』 1件 

●障がいのある人の新しい就労機会の創出の

ために、障がいのある人の在宅型コールセ

ンターに積極的な企業への優遇策や積極的

な誘致策を検討すべき。そして、関連事項

として、在宅勤務者として特定の資格保有

を条件とする場合は、それに対応する講習

への支援策の検討が必要。 

 

　札幌市は、経済の活性化や雇用の拡大を図るため、ＩＴや金

融の技術や知識に関する顧客サービスを行うコールセンターを

積極的に誘致しており、計画にも盛り込んでいるところですが、

誘致したコールセンターの中には、在宅型を導入したり、障が

いのある人を雇用したり、また障がいのある人の雇用を検討し

ているところもあります。今後、障がいのある人を受け入れる

在宅型コールセンターの誘致や立地済のコールセンター企業に

対する障がいのある人のさらなる雇用増進を働きかけていきた

いと考えています。 

 

　丘珠空港は、道内航空網の拠点空港として、道都札幌と道内

各地域との経済・文化・観光などのさまざまな交流活動を支え

る重要な役割を果たしており、今後も、その機能保持のための

空港整備が必要と考えています。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『デジタルコンテンツビジネスの振興による 

芸術文化産業の創造』など 1件 

●デジタルコンテンツビジネスの振興策の検

討においては、今後、需要の増大が見込ま

れる字幕制作ビジネスの振興、ホームペー

ジのユニバーサルデザインビジネスの振興

を検討項目として設定すべき。 

 

 

 

 

 

　「さっぽろフィルムコミッション事業」や

「国内観光プロモーション」などの映像制

作においても字幕付与は有効と考える。 

 

 

 

 

 

 

　「（仮称）視聴覚障害者情報文化センター

の整備」や「聴覚障がい者用字幕（手話）

入りビデオカセット自主製作・貸出事業」

においても字幕製作は重要な要素である。 

『狸小路の活性化』 1件 

●狸小路を「タベモノ街」として売出しては

どうか。例えば狸小路7～8丁目の空地を

世界の料理を出す「タベモノ街」とするこ

とにより札幌市の観光スポットとしてアピ

ールする。これにより1～2丁目にも人が

流れるようになるはず。 

 

 

　映像、音楽、アニメーションなどのデジタルコンテンツは、

障がいのある人や高齢者はもちろんのこと、外国人、子どもな

ど幅広い人々に発信伝達することでその価値を発揮するものと

考えています。 

　そのためには、マルチリンガル(多言語化)やユニバーサルデ

ザインをはじめとする多様な情報伝達手段の確立は当然に考慮

されることであり、これらを別項目とするのではなく、作り手

の育成を含めたデジタルコンテンツビジネス振興の中で一体的

に検討していきたいと考えています。 

 

　「国内観光プロモーション事業」について、ＰＲ手段として

新たな映像の制作予定は今のところありませんが、使用目的や

対象を勘案しながら、今後の制作に当たってはご意見の趣旨を

踏まえたうえで進めていきたいと考えています。 

　「札幌フィルムコミッション事業」では、ロケ誘致のために

映像制作者向けのＰＲ映像素材の作成などを予定していますが、

ご意見の趣旨を踏まえたうえで事業を進めていきたいと考えて

います。 

 

　(仮称)視聴覚障害者情報文化センターで実施を予定している

「聴覚障がい者用字幕（手話）入りビデオカセット自主制作・

貸出事業」については、聴覚障がいの当事者団体を含めた民間

関連団体との協働により効果的に進めていきたいと考えていま

す。 

 

　ご意見については、地元の方々にも提案させていただき、狸

小路の活性化策の一つとして参考としたいと考えています。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『個人市民税の選択使途制度の導入』 1件 

●千葉県市川市が2005年度をめどに、個人

市民税の1％分の使途を納税者が決められ

る「市民活動支援制度」の導入を決めたほ

か、長野県や埼玉県志木市、東京都足立区

なども同様の制度の導入を検討している。

札幌市においても、「元気活動創出事業」

や「札幌元気基金事業」の発展形態として、

個人市民税の選択使途制度の導入を強く希

望する。 

『まちづくりセンター』 1件 

●地域コミュニティの拠点となるよう、総合

相談窓口や多様な世代が出入りできる機能

が必要。 

 

　運営については地域のＮＰＯとの協働を進

めてほしい。 

 

　モデル的に学校の空き教室を活用したまち

づくりセンターの設置を提案する。 

『地域住民のふれあい・交流の場づくり』 5件 

●小学校区に一ヶ所程度、地域の人たちが集

える「居場所」をつくり、そこに医療、福

祉等の専門家等がかかわる地域の「よろず

相談窓口」をおくことを提案する。場所は

空き教室や空き店舗等を活用し、運営の担

い手は地域で公募する。 

 

●南区藤野地区のバリアフリー公園「むくど

り公園」と、その公園前にあって子育て中

の母親や障がいのある子どもなどが集うコ

ミュニティハウスの役割を担っている「む

くどりホーム」について、市がモデル事業

として検証したり、運営支援をしてはどう

か。　　　　　　　　　 （類似意見3件） 

 

　札幌市では、現在、予算作成過程において情報公開、市民意

見の募集を行い、いただいた意見を活かすことで予算作成への

直接的な市民参加の場を提供しています。今後とも市民の皆さ

まに、納めた税金の使い方について意思表示、議論していただ

き、市民自治を推進していきたいと考えています。ご意見とし

ていただいた個人市民税の選択使途制度についても、検討課題

として受け止め、他都市での実施状況等を調査したいと考えて

います。 

　なお、計画にあります「元気活動創出事業」の取り組みにお

いては、市民活動団体の活動内容を広く紹介し、その活動に対

して資金等の提供を希望する市民・企業とを結びつけるしくみ

づくりの参考としたいと考えています。 

 

　まちづくりセンターは、地域住民やまちづくり団体関係者な

どさまざまな人たちが地域の課題解決に向けて話し合いや所長

との相談を行うなど、まちづくり活動の拠点として位置づけて

います。 

　管理運営については、所長が担うこととなりますが、より効

果的な運営を図っていくために、今後、地域の方々や関係団体

とも協議しながら進めていきたいと考えています。 

　移設・新設の際に空き教室を活用することについては、今後

検討していきたいと考えています。 

 

　地域住民にとってのふれあい・交流拠点のあり方にはさまざ

まな形があり、住民自らが考え地域のニーズを集約しながら、

必要とされる形態や機能などを検討してつくりあげていくこと

が大切と考えています。札幌市では、こうした取り組みが、今

後、地域に広がっていくよう、計画に盛り込んだ「区民とつく

る地区センターモデル事業（（仮称）清田区地区センター建設）」

の中で、住民によるワークショップの開催などを通じ、モデル

的に進めていくこととします。 

基本目標2：健やかに暮らせる共生の街さっぽろ　〈36件〉 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『苗穂駅周辺のまちづくり事業』 1件 

●苗穂駅周辺のまちづくりにおいて最大の課

題は「苗穂駅の橋上化・南北自由通路の整

備・駅周辺整備」である。札幌市が策定し

た「苗穂駅周辺まちづくりガイドライン」

で方針が明らかにされており、早急な都市

計画決定及び事業化の推進を重点事業に盛

り込むべき。 

『地域での子育てサロンの設置への支援』 1件 

●住民が主体となった活動を進めるために、

会場の借上げ費用の減免や会場予約の便宜

を図るなど運営面を支援すべき。 

 

　計画においては、13年度に策定した「苗穂駅周辺のまちづ

くりガイドライン」を踏まえて、民間活力をいかした計画的で

一体的なまちづくりを進めるために、苗穂駅周辺のまちづくり

計画を策定していきます。このまちづくり計画の中で、駅施設

や自由通路を含む公共・公益施設や土地利用などについても検

討を進めていきます。 

『中沼地区の公共施設の整備など』 18件 

●中沼地区に、公共の集会施設、保育所、児

童会館などを複合した施設を整備してほし 

　い。 （類似意見1件） 

 

●中沼地区自治会で運営する認可外保育所（中

沼保育所）について、認可保育所への移行

に必要な改築整備が行えるよう、計画の整

備事業の中に位置づけて、必要な費用を助

成してほしい。加えて、延長保育事業、一

時保育事業にも参加させてほしい。 

 （類似意見10件） 

 

●中沼地区は都心から離れており、他地区の

児童会館を利用することは困難なため、児

童会館を設置してほしい。（類似意見1件） 

 

●今後人口増と思われる地域（特に中沼地区）

には、先行投資的に出張所や連絡所を整備

してほしい。 

 

 

 

 

●地区会館など市の設置する集会施設は老人

クラブが無料で利用できるが、中沼地区に

はこうした施設がないので、高齢者の町内

会館の利用料を助成してほしい。 

 

 

 

●丘珠地区・中沼地区には近くに医院や診療

所などがないので、行政の力で建設できる

ことを願う。 

 

　地域における公共の集会施設、保育所、児童会館などの整備

については、今後も全市的なバランスや各地域のサービス需要

などを総合的に勘案しながら進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　まちづくりセンターについては、地域の人口（設置基準：概

ね2～3万人）をはじめ、面積や地形、あるいは、その地域の

歴史的経過や地域状況の変化などを踏まえたうえで設置してき

たところです。 

　当該地区についても、人口の動向や地域の発展などを勘案し

ながら、適正な配置に努めるよう検討していきます。 

 

　町内会館は、地域の住民が協力しながら建設し、自主的な運

営管理をしている施設です。 

　運営については、会館使用料のほか、町内会の運営補助とし

て札幌市から交付している住民組織助成金の活用など、管理運

営している町内会において幅広く検討していただきたいと考え

ています。 

 

　札幌市内は全国的に見ても多くの医療機関が立地している環

境にあり、札幌市が新たに医療機関を設置する状況にはないと

考えています。 

 

　ご意見の趣旨も踏まえて事業を展開していきたいと考えてい

ます。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『(仮称)区子育て支援センター設置事業』 1件 

●札幌サンプラザの中に子育て支援センター

を設置してほしい。 

 

　運営はワーカーズコレクティブやＮＰＯな

ど新しい形の子育て支援の経験やスキルを

持つ市民が担えるしくみにしてほしい。 

 

　新たな視点での子育て支援研修などを一般

市民向けに実施し、支援者の育成を早急か

つ継続的に行ってほしい。 

『屯田北地区児童会館整備事業』　 1件 

●屯田北地区児童会館の運営をＮＰＯなどの

市民事業との協働で行ってほしい。 

『駐車場の除雪への支援費や介護保険の適用』 1件 

●障がいのある人や高齢者の中には、車が生

活の中で欠かせない人がいる。自分は市営

住宅に住んでおり、駐車場の除雪について

は自治会などの理解もありほかの入居者が

やってくれているが、数年先は不安。今後

こうしたケースが増えていくと思うので、

障がいのある人には「支援費」、高齢者に

は「介護保険」などの適用を認めてほしい。 

 

　計画期間内においては、既存の公立保育園等を活用し、豊平

区、西区、手稲区の3か所に設置することとし、その他の区に

ついては今後検討していきます。 

　区子育て支援センターは、従来の「保育機能」のほか、すべ

ての子育て家庭を対象とした「子育て支援機能」、専門機関と

の「コーディネート機能」などを担う機関とし、公立保育園や

障がい児施設等での勤務経験を有し、子育てに関するさまざま

な経験・ノウハウを有する職員の活用により対応を図っていき

たいと考えています。 

　札幌市子育て支援総合センターや各区において、各種セミナ

ーや講座等を実施し、地域で子育てを支える人材の確保へ向け、

ボランティアの育成・組織づくりを進めています。今後も、継

続して講習の形態や内容の改善を行い、時代に合った人材の育

成や支援体制の整備を進めていきます。 

 

　公の施設の管理運営に係る「指定管理者制度」の導入を踏ま

えて、児童会館についても取り扱いの検討を進めていきます。 

『多様な保育サービスの充実』 1件 

●乳幼児健康支援デイサービス事業について

は、子どもの移動時の負担を考え、施設型

だけではなく自宅への出張型の導入を提案

する。 

 

　出張型サービスについては、「さっぽろ子育てサポートセン

ター」で実施している会員組織の相互援助サービスとして提供

していくこととしています。 

『重度の障がいのある人への支援』 1件 

●重度の障がいのある人が意思伝達支援装置

の操作方法を習得するための講習サポート

について、障害者支援費制度における居宅

介護サービスの適用範囲に含めることを検

討すべき。（地域再生特区としての検討が

適切かもしれない。） 

 

　重度の障がいのある人が意思伝達装置の操作方法を習得する

ための講習サポートについては、国が定める支援費制度の居宅

介護（ホームヘルプサービス）の業務に位置づけられておらず、

また、札幌市としても、業務の性質上困難であると考えていま

す。 

 

　駐車場の除雪については、国が定める支援費制度の居宅介護

（ホームヘルプサービス）の業務に位置づけられていないこと

から、その一環として行うことについては困難であると考えて

います。 

　また、介護保険制度も、高齢者の皆様が負担する保険料など

で賄われており、そうした方々の負担とサービス利用の公平性

を図るために、全国的に同じサービスメニューで実施されてい

る状況にありますので、除雪サービスの｢介護保険｣での適用は

難しいものと考えています。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『精神障がいのある人への理解促進と 

生活支援の拡充』 1件 

●「精神障がい」や「精神障がいのある人」

に対する理解促進のために、市民向けのボ

ランティア講座などを企画し、普及啓発を

図るべき。 

 

　ホームヘルパー派遣事業を拡充し、また、

その担い手を在宅福祉サービス協会に限ら

ず、多様な実施主体に広げるべき。 

『高齢者や障がいのある人の外出支援』 1件 

●道路運送法上の有償運送サービス（法第

80条許可）を拡充するために、市が構造

改革特区の認定を受け、ＮＰＯ等による高

齢者や障がいのある人への外出支援活動を

支援すべき。 

『障がいのある人の雇用促進』 1件 

●障がいのある人を採用していない会社があ

れば札幌市独自で罰金を取るなどの対策を

考えてほしい。 

 

　札幌市では、「さっぽろこころの健康まつり」をはじめ、「や

さしい精神保健講座」「精神療養講座」などを開催しています。

今後も各種団体と積極的に連携を図り、理解促進に努めていき

たいと考えています。 

　また、ホームヘルパー派遣事業の多様な実施主体の導入につ

いては、精神障がい分野の介護保険との統合論議など、今後の

国の動向を見極め検討したいと考えています｡ 

 

　道路運送法上の移送サービスの取り扱いについては、国にお

ける法整備へ向けた動きなどを見極めながら、さらに検討を進

めていきたいと考えています。 

『聴覚障がいのある人への対応』 1件 

●聴覚は聴覚障がいのある人だけではなく年

齢とともに低下するものなので、字幕つき

テレビを全世帯に導入してほしい。 

 

　札幌市では、重度障害（児）者日常生活用具給付等事業にお

いて、聴覚障害者用情報受信装置（字幕及び手話通訳付の番組

をテレビ画面に合成する機能を有する装置）を給付しています。

　また、17年5月に開設予定の（仮称）札幌市視聴覚障害者

情報文化センターにおいて、新たに字幕（手話）入りビデオカ

セットの自主製作・貸出を行うなど、聴覚障がいのある人への

情報提供の充実を目指していきます。 

 

　障がいのある人の雇用促進を図るため、「障害者の雇用の促

進等に関する法律」では、法定の障害者雇用率に達しない事業

所の事業主には障害者雇用納付金を納付する義務が定められて

います。また、同法に基づいて、障害者雇用率が未達成の民間

企業に対しては、ハローワークから雇用率達成指導などの措置

が段階的に行われ、それでも改善されない場合には企業名が公

表される場合もあることから、札幌市独自の罰金等は予定して

おりませんが、今後とも国などの関係機関と連携しながら、企

業に対して障がいのある人の雇用の促進について働きかけてい

きたいと考えています。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『モエレ沼の水質改善』 1件 

●モエレ沼（篠路新川）の水質改善を最重点

に進めてほしい。 

『みどりのボリュームアップ』 1件 

●みどりを増やすなら、もうアスファルト舗

装はやめて、むしろアスファルトをはがす

べき。少なくとも公園の中はアスファルト

をやめて芝生や雑草を生やしてほしい。 

 

『ごみ処理対策』 5件 

●市が指定するごみ袋（有料）のみを回収の

対象とすることで、コンビニやスーパーで

もらうレジ袋を減らしてごみの減量化につ

なげてはどうか。 

 

　モエレ沼（篠路新川）の水環境改善については、河川管理者

である国（北海道開発局）が中心となって、有識者や地元住民

代表の方々などで構成される「モエレ沼水環境検討会」におい

て、水環境等に関するモエレ沼の将来像の方向性についての検

討を行っています。札幌市としても、このような取り組みとの

連携を図り、協力していきたいと考えています。 

 

　公園整備の際には緑化の基準を設けておりますが、引き続き

芝生や植栽など基準以上の緑化を目指します。また、園路につ

いては、管理用の車両が通行するほか、高齢者、身体の不自由

な方などが自由に散策できるよう舗装されていることが必要で

すが、アスファルト舗装のほか、透水性舗装や間伐材を利用し

た木チップ舗装など環境に配慮した舗装を行います。 

『中沼地区の街区公園の整備』 1件 

●中沼中央川の南側地区に街区公園を設置し

てほしい。 

 

　新たな街区公園の設置については、土地利用の状況を勘案し

ながら、環境保全やレクレーション、防災、景観構成といった

視点から、引き続き必要な整備を進めていきます。 

『省エネ対策』 1件 

●公共施設はできるだけエアコンに頼らずに

窓を開けて風通しを良くする工夫と市民へ

の啓蒙が必要。 

 

　札幌市の本庁舎をはじめとする公共施設では、夏は室温の上

限を28℃に設定しており、窓の開閉による温度調節の実施や、

職員が上着やネクタイを着用しない「エコスタイル」を7月か

ら9月まで実施するといった冷房などに必要なエネルギーの削

減に努めています。 

　このような活動を率先して行い、市内の事業所などにおいて

も取り組みが広がるよう理解を求めていきます。 

 

　札幌市においても、“ノー・レジ袋”に取り組んでおり、さ

まざまな啓発機会をとらえて“マイ・バッグ”運動を市民の皆

さんに呼びかけています。加えて、政令指定都市共同でポスタ

ーを作成し、公共交通機関に掲出するとともに、10年度からは、

啓発品としてペットボトル再生品の“マイ・バッグ”を作成し

てイベントなどで配布しています。 

　また、計画にあります「さっぽろごみプラン21の改定」に

おいて、ごみの収集方法を含めてごみの減量につながるさまざ

まな方策を検討していきます。 

　なお、ごみに係る問題解決には，市民・事業者の方々のご協

力が欠かせません。計画にあります「ごみ減量アクションプロ

グラム支援事業」において、行政を含めた三者によるごみ減量

に向けた取り組みを進めていきます。 

基本目標3：世界に誇れる環境の街さっぽろ　〈23件〉 
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●ごみの減量に関しては企業や小売店にもっ

と責任を持ってもらう。そして市民がリユ

ースしやすい環境を整えてもらいたい。び

んや缶をデポジットできる自販機のような

ものも有効かもしれない。 

 

　歩道上がごみ置場になっているのも問題。

各家庭に大きなポリバケツを配布してそれ

でごみ出しをするのもいい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ごみの分別にさらに重点を置き、埋め立て

処理の廃止を推進してほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●市民にもっとごみ削減について啓蒙してほ

しい。中沼地区をごみのまちにしないでほ

しい。 

 

 

 

 

 

●地域循環型社会を実現する政策として、家

庭からの生ごみをコンポスト化・堆肥化し、

それを農家に供給して有機野菜を家庭に還

元する取り組みを実施してほしい。 

　ごみ減量に向けた取り組みは、市民・事業者・行政の適切な

役割分担の中で実施しなければ結実しません。計画にあります

「蛍光管の拠点回収・リサイクル事業」は、協力の一端を事業

者の方々に求め、ごみ減量・リサイクル促進を図るため実施し

ます。こうした取り組みを着実に進めていくことにより、事業

者が製品の廃棄処理段階まで責任を負う拡大生産者責任の考え

方を根付かせていきたいと考えています。 

　また、現在のステーション収集も、場所の選定や管理などを

含めて住民の方々の協力のもとで実施しています。収集体制の

あり方については、他のごみ減量施策と併せて計画にあります

「さっぽろごみプラン21の改定」で検討していきます。 

　なお、「蛍光管の拠点回収・リサイクル事業」については、

事業者の方々の協力を得ながら進めていくことを明らかにする

ため、計画書の事業内容の記述を「市民が回収協力店に持ち込

み、市が回収協力店から」から「事業者の協力を受けて指定し

た協力店に市民が持ち込み、その回収協力店から市が」に修正

します。 

  

　現在も、ごみの減量・リサイクルの推進に結びつくさまざま

な施策を行っていますが、不燃ごみや焼却灰及びリサイクルし

た後の残さなど、どうしても埋め立て処分しなければならない

ものがあります。 

　これらの埋め立て処分に際しては、環境対策に十分に配慮し

て適正に行うとともに、計画にあります「ごみ埋立地搬入指導

強化事業」などによって、事業者の方々へ適切な指導を行うこ

とにより現処分場の延命化を図りながら、市民の皆さんの協力

を得て計画的に埋め立て地を確保していきます。 

　また、引き続き埋め立て処分量の減量につながるごみ発生・

排出抑制の取り組みを進めていきます。 

 

　ごみ減量に不可欠な市民の皆さんの理解・協力を得るため、

分別方法を周知する冊子の全戸配布など、積極的な普及啓発に

取り組んでいます。加えて、16年度は、古紙の拠点回収や生

ごみ堆肥の活用などさらなる減量に向けた取り組みを実施しま

す。また、計画にあります「ごみ減量アクションプログラム支

援事業」において、市民・事業者・行政で協働した取り組みを

行っていきます。 

 

　家庭から排出される生ごみの減量・資源化は、より多くの市

民の皆さんの協力が必要であるため、これまでも生ごみハンド

ブック作成や堆肥化専任講師派遣などを実施してきており、

16年度は公園など市有施設を使った生ごみ堆肥の活用も行い

ます。 

　また、計画にあります「新たな生ごみリサイクルの検討事業」に

おいて、環境負荷の少ない生ごみリサイクルを進めるため、処理

方法やシステムなどについて具体的な検討を行っていきます。 
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『循環型社会の構築』 1件 

●循環型社会の構築は、環境、健康、経済、

農業、市民自治等多方面に関連する政策事

業であり、プロジェクトチームを構成する

など縦割行政の改革が不可欠。 

『市電のあり方』 2件 

●市電を残すなら残す、残さないなら代わり

をどうするのかはっきりさせるべき。 

 

 

 

 

●高齢化社会にとっては路面電車が良いと思

う。なんでも民間にまかせればうまくいく

ものではない。特に交通については「まち

づくり」の基本でもあるし、官主導の方が

いい。 

『歩道のバリアフリー化など』 1件 

●歩道のバリアフリー化は重点整備地区だけ

でなく、早急に全て実施してほしい。 

 

　歩道は歩行者の安全確保よりも、車の通行

をスムーズにするための歩行者無視、車優

先の視点で作られたものであり、新たに歩

道を作る計画はすぐに中止すべき。 

 

　ほとんどの歩道が車の駐車場と化したり、

冬場には雪捨て場と化している問題も考え

るべき。 

 

　計画の策定に当たっては、全庁的なプロジェクトを設け、施

策や事業について検討してきたところです。 

　今後、施策の実施に当たっても、関係部局間の連携を図るこ

とで、より効果的に推進していきます。 

 

　路面電車事業については、市民の皆さんの意見なども踏まえ、

その機能や事業性等の検討を行い、16年度中に存廃の方向性

を定めていく予定です。 

　そのため、「経営形態検討調査」のほか、必要な検討を進め

ています。 

 

　「路面電車経営形態検討調査」は、事業を存続させることの

できる適切な経営のあり方を検討するものです。公営か民営か

ではなく、経費の縮減や経営に対する市の関与方法などの要素

を含め、どのような経営形態が適切で可能かについての調査検

討を行っています。 

『公共交通機関の充実など』 1件 

●マイカーを減らすためにも公共交通機関（タ

クシーも含めて）の充実が必要不可欠。マ

イカーの維持費より安上がりなのを強調す

べき。カーシェアリングも有効かもしれな

い。 

 

　公共交通機関の利便性の向上を図り、目的地への移動を自家

用車から公共交通機関へと転換を促すことにより、主要道路の

渋滞緩和や排気ガスの排出量の抑制効果が期待されます。今後

とも公共交通機関の利用を促進するため、公共交通機関のさま

ざまな情報の発信や、ＩＣカードの導入の検討、施設や車両の

バリアフリー化等を行い、利便性の向上を図っていきたいと考

えています。 

『地下鉄駅施設の利用マナーの徹底』 1件 

●高齢者が安全に地下鉄を利用できるよう、

駅構内のエスカレータの走歩行を禁止して

ほしい。 

 

　エスカレータは、高齢者や歩行困難な方にとって便利な設備

ですが、転倒時には大きな事故となる可能性もあるため、左右

を問わず手すりにつかまってステップに立つように喚起してい

ます。 

 

　歩道のバリアフリーは、バリアフリー基本構想に定める重点

整備地区について、特定事業計画に基づき、新まちづくり計画

でも重点的に進めていくものとしています。重点整備地区以外

については、12年度から道路の整備に合わせたバリアフリー

化を実施しており、引き続き取り組んでいきます。 

　札幌市では、歩行者の安全確保を図ることを優先とし、歩道

の設置を行っています。 

　歩道への駐車や雪捨てについては、今後も、交通管理者（北

海道警察）と連携した取り組みや、地域住民のマナー向上に向

けた取り組みを進めます。 
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『歩行者と自転車の共存する空間の創出事業』 2件 

●歩行者と自転車の共存はあり得ない。本来、

自転車は車道を通行すべきなのだから、自

転車が車道を安全に通行できるようにすべ

き。 

 

　自転車が歩道を通行できるのは、通行可の

標識のある部分だけであることを市民に徹

底し、通行可のところはひと目でわかるよ

う歩道を色分けすることなどが必要。 

 

　雪道での自転車の歩道通行は禁止すべき。 

 

●道路については、自転車専用と歩行者専用

ははっきりと区別し、お互いの安全を確保

するべきではないだろうか。道路すべてを

自動車に占有権を与えず、例えば小路など

を利用した自転車専用道路というものがあ

ってもいいのではないか。 

『街の景観』 1件 

●活気ある町づくりとともに、長期的視点で

美しい街並みづくりに取り組んでほしい。

（観光客が大勢来る諸外国の町についての

調査研究も必要。） 

 

　自転車の走行空間のあり方や利用のルール化など、自転車を

安全で快適に利用できる環境の整備については検討を進めてい

るところです。 

　特に歩行者の多い都心部に関しては、さっぽろ都心交通計画

の中で、概ね10年間で道路空間の整備が進む都心骨格軸（札

幌駅前通、創成川通、大通、北3条通）を中心に、歩行者の安

全性を優先した、歩行空間と自転車走行空間の分離を検討する

こととしています。 

『自転車利用のルールやマナー』 1件 

●自転車運行管理に関する規定の策定検討を

提案する。（利用者の交通マナーの順守、

道路交通法通行区分順守、違法駐輪禁止、

不法乗り捨て防止、販売業者の売り手責任

など。） 

 

　自転車と歩行者による交通事故が、全国的に急増しており、

札幌市においても、今後事故の増加が危惧されるところです。

　札幌市では、ルールの周知やマナーの向上のため、交通安全

教室の実施や小冊子の配布、広報誌による啓発活動を行い、事

故防止に取り組んでいます。 

　また、近年の自転車利用の増加により、駅周辺歩道には違法

な駐輪自転車が増加しており、これらが歩行者の通行を妨げ、

道路等の公共空間の機能を損なうなどの都市問題となっていま

す。札幌市では、これらの問題に対応するため、条例に基づい

て放置禁止区域を定め、自転車の放置を防止する対策を行って

おり、今後も必要に応じて対処していくこととしています。 

　これに加えて、放置禁止区域以外の公共の場所において長期

間放置されている自転車の整理や撤去などを行っており、今後

も引き続き取り組みを進めていくこととしています。 

 

　札幌市では、9年3月に札幌市都市景観基本計画を策定し、

個性豊かで調和のとれた魅力ある街をつくることを目指してい

ます。美しい街並みを実現していくためには、今後とも、市民・

企業・行政が一体となって、継続的に取り組んでいく必要があ

ると考えています。 
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『札幌駅前地下歩行空間整備事業』 2件 

●費用対効果を考えると不要。例えば道庁の

正門前から駅前通の間を広場として屋台か

大道芸を見せる観光スポットにする等、地

上を歩く方が楽しいようにすべき。 

 

●この事業には反対である。都心は地下鉄、

歩道のロードヒーティングなど整備が進ん

でおり、他地区に比べ十分に「安全で快適」

ではないか。 

 

　また、北国において地下道のみに「安全で

快適な空間」を求めるのは、北国の生活や

文化の否定にならないか。都心だからとい

って200億円を超える巨額の予算を投じ

るのは認められない。 

『都心交通計画推進事業』 1件 

●都心部周辺は、通過目的の一般車両の通行

で公共交通の定時運行に支障をきたし、慢

性的な渋滞が年中続いている。一般車両通

行帯と公共交通通行帯を区分するのも一つ

の手ではないか。 

 

　札幌市では、「人と環境を重視した都心」を目指した都心の

再生を今後の都市づくりにおける力点の一つと位置づけていま

す。地下歩行空間については、季節や天候の影響を受けること

なく、さらにバリアフリー化を図ることにより、高齢者や障が

いのある人をはじめ、誰もが安全・快適に移動することができ

るとともに、札幌駅周辺地区と大通駅周辺地区との接続による

都心全体の活性化など大きな効果が期待できます。 

　12年度以降これまで、市民意向調査やワークショップの開

催など、多くの方々との議論や議会での審議を経て、整備を進

めることとしています。 

　整備に当たっては、札幌の顔である札幌駅前通を都心の「に

ぎわいの軸」として、沿道ビルと地下歩行空間との接続や、オ

ープンカフェ的な使い方、文化・芸術など市民活動ができる「憩

いの空間」を設置するなど地上と地下が一体となった空間づく

りを進めます。 

『周辺部の基盤整備』 1件 

●計画案は、中心部や人口高密度地域が優先

の気配が濃厚で賛成できない。理想の都市

は充実した周辺部が存在して発展すると信

じている。 

 

　計画においては、都心の再生や地域の中心となる拠点のまち

づくりを進める一方で、区や地域の特性を活かした魅力的で活

力あふれる市民自治によるまちづくりを進めることとしており、

市の周辺部に限ってはいませんが、市民の日常生活を支える地

域の視点に立ったまちづくりを推進していきます。 

 

　16年7月に策定した都心交通計画においては、その基本目

標に「適正な自動車需要による円滑な都心交通の創出」「荷さ

ばき効率の改善及び路上駐車対策など走行環境の向上」を挙げ、

都心に目的のない通過交通の迂回誘導策を進めることとしてい

ます。また、荷さばきや路上駐車に対して、適切なルール化や

交通マナーの共有とともに必要な駐車施設等を確保し、交通阻

害のない走行環境を創出していくこととしています。 

　そして都心交通計画の施策展開を進める中で、都心部におけ

る交通動向を見極めつつ、将来的な可能性としてモール化、あ

るいは公共交通の導入などを今後とも検討していきます。 
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『札幌市立博物館構想』 1件 

●苗穂駅周辺まちづくり協議会では、苗穂の

自然史、開拓史、産業史などを活用した「地

域博物館」の形成を提案しているが、その

中で札幌市立博物館構想の具体化に向けた

検討や取り組みを進めるよう、重点事業に

盛り込んでほしい。 

 

　博物館建設構想については、自然系の総合博物館づくりを目

指し、現在、その活動拠点として博物館活動センター（中央区

北1条西9丁目リンケージプラザ内）が資料収集・整理・保存、

調査・研究、普及・交流といったさまざまな活動を展開してい

ます。計画においても、「博物館建設構想推進事業」を盛り込

み、市民とのパートナーシップを基本に、人、資料、情報など

の蓄積、充実を進めていくこととしています。今後の事業展開

に当たっては財政状況を踏まえながら、引き続き博物館活動の

充実、発展を図る中で、さまざまな観点から建設構想を検討し

ていきたいと考えています。 

『市民運動広場整備事業』 1件 

●これからを担う若者のためにスケートボー

ド、インラインスケートの練習場を整備し

てほしい。 

 

　子どもや家族が安心してスポーツ活動を行えるよう、その安

全性や、設置場所、管理運営等のさまざまな課題について、愛

好者の方々や地域住民の方々のご意見を伺いながら、整備内容

について検討していきます。 

基本目標5：ゆたかな心と創造性あふれる人を育む街さっぽろ　〈3件〉 

基本目標4：芸術・文化、スポーツを発信する街さっぽろ　〈2件〉　 

意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『特別支援教育研究モデル事業』 1件 

●障がいのある子どもたちがパソコンやイン

ターネットに早くから触れ、自分の可能性

を引き出したり、高められることを体感す

ることはとても重要。特別支援教育研究モ

デル事業として、ＮＰＯと行政や学校との

協働による盲・聾・養護学校へのパソコン

利活用支援事業を提案する。 

 

　「特別支援教育研究モデル事業」は、盲・聾・養護学校で学

ぶ子どもが、地域の子どもたちとのふれあいなどを通して地域

で生きていく力をつけていくために、地域の学校を中心として

どのような支援が必要なのかを調査・研究するものです。 

　札幌市の各学校では地域の人材などの活用に取り組んでおり、

パソコンの利活用についても同様に、学校の必要に応じて、Ｎ

ＰＯ等との協力も今後進めていきたいと考えています。 

『聴覚障がいのある子どもへの対応』 1件 

●教育においてはノートテーカー（聴覚障が

いのある人のために筆記援助する人）配置

の義務付けなどを積極的に行ってほしい。 

 

　聴覚障がいのある子どもの教育については、通級指導教室の

整備拡充を図ることにより、聴覚の活用などを図るための専門

的な教育の充実を目指していますが、筆記援助する役割のノー

トテーカー配置の義務付けについては、現状では難しいと考え

ています。     
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『市立大学設置事業』 1件 

●情報のユニバーサルデザインをビジネスと

して体系化して確立することを目指し、市

立大学の研究分野として産学官民が連携し

て、札幌の新しいブランド戦略として取り

組むべき。 

 

　（仮称）札幌市立大学基本計画では、環境や健康、情報等を

キーワードに、デザイン・看護両学部の教員がユニバーサルデ

ザインなどの視点に立った共同研究に積極的に取り組み、新し

い研究領域の開拓を目指すとともに、デザインやＩＴ関連の産

業振興策と連携した地域ブランドの構築等を目指すこととして

います。 

その他の意見　〈8件〉 

意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『住宅施策』 1件 

●今ある建物はなるべくそのままリフォーム

して再利用し、新しく建てる家は少なくと

も百年は持たせるよう条例を作った方がい

いと思う。高さの制限も必要で、まわりを

圧倒し、日照権を奪うような建物は建築さ

せるべきではない。 

 

　高齢者の住宅については、弱者の視点で強

者に規制をかけ、官主導でやっていくのが

いいのではないか。 

 

　循環型社会への転換が求められる中、計画では、公共施設の

整備に当たり、建物の長寿命化や自然エネルギーの活用など、

民間建築物への波及も期待し、率先して環境との共生に向けた

取り組みを進めていくこととしています。 

　なお、これらの取り組みが計画に盛り込まれていることを明

らかにするため、「新たな視点による環境共生型公共建築物の

整備事業」における計画書の事業内容の記述を、「環境との共

生に向けた取り組み」から「建物の長寿命化や環境との共生に

向けた取り組み」に修正します。 

　また、建物の建て方に関しては、基本的なルールである用途

地域などを今後も適切に定めていくほか、地区特性に応じたき

め細かなルールである地区計画などを住民の皆さんの参加と理

解のもとで定める取り組みを推進していきます。 

　高齢者などのための住宅の確保に関しては、現在、市営住宅

においてバリアフリー化を標準仕様とするとともに、高齢者単

身世帯向けの住宅を供給しています。 

　計画においても、既設の市営住宅のバリアフリー化への取り

組みや、民間活力をいかした高齢者のための優良賃貸住宅の供

給などを進めていくこととしています。 

『古いマンションの改築促進』 1件 

●古いマンションの改築を促進するために建

築基準法の運用を緩和してほしい。改築ブ

ームがおこり市内の景気も良くなるはず。

当面、商業地域に限って適用してはどうか。 

 

　古いマンションの建替えについては全国的な問題で、国にお

いてもマンション建替え円滑化法の制定をはじめ、法律・制度

などの整備の取り組みがなされています。 

　札幌市では、現在、市内の分譲マンション管理の実態調査を

行っており、この調査結果を踏まえて、マンションの維持管理

保全を適切に進めるために必要となる施策についての検討を進

めたいと考えています。 

　なお、建築物の建て方の基本的なルールとなる用途地域等に

関しては、都市全体の均衡ある機能配置や密度構成の観点から

定める必要があり、局所的な建替えの促進を目的として緩和す

ることは適切ではないと考えています。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『自動車の騒音対策』 2件 

●澄川通の自動車騒音対策として、大型ダン

プトラックの通り抜けを合法的に規制する

方法を検討してほしい。 

 

 

 

 

●澄川通の自動車騒音対策のため、マフラー

不法改造車を徹底排除する即効対策として、

①マフラーの改造は原則認めないこと。②

改造車は6ケ月の経過期間内にメーカー標

準仕様にもどすこと。③経過期間終了後の

運行を一切禁止するなどの措置を提案する。 

 

　市道について、自動車騒音が一定限度の範囲内である場合、

特定の車両の通り抜けを規制することは、現状では難しい状況

にあります。 

　騒音発生の要因となる速度超過などの違反の取り締りなどに

ついては、引き続き警察など関係機関への働きかけを行ってい

きたいと考えています。 

 

　自動車の不正改造については、「道路運送車両法」において

禁止しており、違反した場合には、6か月以下の懲役または

30万円以下の罰金に処されることとなっています。 

　また、地方運輸局長は不正改造車の使用者に対し、必要な整

備の命令を行い、使用者がその15日以内に整備した車両を提

示しない場合は、使用停止命令を行うこととなっています。 

　今後も、不正改造車の取り締りや法律運用の徹底について国

や関係機関へ働きかけていきたいと考えています。 

『その他』 4件 

●公共事業の入札制度の透明性確保のための

具体策を検討してほしい。そうすることに

よって、市政に対する信頼感が生まれ、ま

た、地元の中小業者が落札する可能性も高

まり、札幌市に活気が戻ってくるのではな

いか。 

 

 

 

 

●パブリックコメントの実施だけでは市民参

加、透明性などが十分とは言えない。重点

事業編（案）ができた段階で、市民が関心

を持てるような説明会を開催し、質疑の場

を設けほしい。 

 

●何でもかんでも「民営化」というのが流行

だがいかがなものか。民間では採算がとれ

ないと切り捨てられてしまい、マイノリテ

ィーの保護が損なわれる。 

 

　工事に関する入札制度の透明性の確保については、指名選考

過程や発注予定工事等の公表を行うとともに、入札・契約制度

の監視機関として「札幌市入札等監理委員会」を設置し、民間

からの有識者を委員に招いて入札・契約制度の改善に向けた意

見をいただき、その内容を公開しています。 

　また、インターネットによる入札・契約情報の提供を行って

いますが、現在電子入札の導入にも取り組んでいるところであ

り、こうした新たな制度の運用の際にも、透明性が一層向上す

るように努力していきたいと考えています。 

 

　ご意見については今後の参考とさせていただきます。 

　併せて、計画完成の後には、市民の皆さんが計画の内容につ

いて関心をもち、理解を深めていただけるよう、出前講座をは

じめとするさまざまな機会を活用して広報に努めていきます。 

 

 

　計画では、「市民との協働推進」を施策の展開方針の一つと

して掲げ、市民・企業・行政などが公共を担い合うことによる

効果的なまちづくりを目指しています。 

　また、事業の民営化については、個々の事例ごとに、行政の効

率化のほか、市民サービス向上の観点で必要性や妥当性を判断

しています。また、民営化後もサービスが低下しないように、行政

としてもさまざまな施策を実施しています。ご指摘のように行政

の役割を十分に踏まえて事業のあり方を検討していきます。 
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意　見　の　概　要 市　の　考　え　方 

『その他』 

●全体的に抽象的な内容が多く意見も出しに

くい。地区のまちづくりを例に取っていえ

ば、公的施設の整備について地区や施設数

を示すなど、具体的な計画書としてほしい。 

 

　公共施設の整備については、よりわかりやすいように、整備

数などの数量に加えて具体的な整備地区なども現時点で明らか

になっているものについては各事業の備考欄に極力表示し、併

せて、巻末に掲載の「主な施設等サービス水準」にも記載する

こととします。 
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重点事業編（案）からの変更7

重点事業編（案）については、パブリックコメント手続きに基づいて意見を募集するとともに、市民会議

や市議会総務委員会へ説明、報告を行い、質疑やご意見をいただきました。

これらの意見のうち計画に反映できるものは、以下に示すとおり計画を変更しました。

計画書の該当部分 意見要旨等 計画書の変更内容 

第1部 

●計画の推進に当た

って 

　市民会議などを活用した計画の自

己点検評価について考えてほしい。

（市民会議） 

　計画事業の実施による成果の検証と評価につ

いて、自己評価の実施と外部評価のしくみを活

用していくことを盛り込んだ。 

第2部 

●「施策の展開方

針」に沿った事業

の取り組み 

　構造改革特区や地域再生の取り組

みと計画事業との関連が分かりやす

いようにするべき。（総務委員会） 

　「適切な規制と緩和」において、構造改革特

区や地域再生の取り組みと計画事業との関連に

ついて整理した。 

第1部 

●計画の事業数と事

業費 

第2部 

●施策体系別計画 

　計画事業費を明らかにするなど、

市民への分かりやすい説明資料の公

開が必要。（総務委員会） 

　個別事業の計画事業費と、基本目標やその他

の重点事業単位での事業費合計を明示した。 

第2部 

●「まちづくりの大切

な視点」を踏まえ

た事業の取り組み 

●施策体系別計画 

　組織の設置も含めて防犯対策にさ

らに取り組むべき。（総務委員会） 

　防犯の取り組みは放火防止の事業

のほかにも考えてほしい。 

（パブリックコメント） 

　安心・安全なまちづくりという視点での施策

展開に向けた調査を内容とする、新たな事業「安

心・安全なまちづくり推進事業」を追加した。 

　担当部局横断的なモデル事業のよ

うなものを計画に盛り込んでほしい。

（市民会議） 

　「（仮称）清田区地区センター建設事業」を

市役所内の関係部局が連携したワークショップ

の開催など、地域住民の交流活動拠点のモデル

事業として位置づけ、名称を「区民とつくる地

区センターモデル事業」に変更した。 

　計画の検証過程での市民の参加が

うたわれていない。（総務委員会） 

　事業の実施による成果の検証と評

価は、公募市民も入った第三者機関

で行うべき。（パブリックコメント） 

　各事業が縦割りだ。個別にやるの

と、全体を考えてやるのでは意味が

違う。（市民会議） 

　計画事業については、施策の基本方針などに

基づいて組織横断的に進めていくことを明記し

た。 

　計画を実現するためには組織横断

的な体制構築が必要。 

（パブリックコメント） 
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計画書の該当部分 意見要旨等 計画書の変更内容 

　「特殊教育」という言葉は「特別

支援教育」としてほしい。 

（総務委員会） 

　「特殊教育支援（学びの手帳発行）」という

事業名を「特別支援教育の充実（学びの手帳発

行）」に修正した。 

　意見内容が計画に盛り込まれていることが分

かるように事業内容などの記述を修正した（5

事業）。 

第2部 

●施策体系別計画 

●主な施設、サービ

スの水準 

全体 

　意見内容が既に計画案に盛り込ま

れているが、それが分かりにくいた

めに、事業の提案などをいただいた

もの（複数意見）。 

（パブリックコメント） 

　公的施設の整備について地区や施

設数を示すなど、具体的な計画書と

してほしい。（パブリックコメント） 

　施設整備における地区名など明示が可能なも

のについて具体的に表示した。 

　カタカナ語などの使用について再検討し、理

解しにくいものは日本語を併記するか言い換えた。 

　上記以外は、計画案で巻末に掲載していたカ

タカナ語などの解説を、当該用語の掲載ページ

に脚注として整理した。 

　カタカナ語で書けばその下に日本

語の意味を併記するくらいの工夫が

必要。公文書に日本語を使うべき。 

（総務委員会） 

第2部 

●「まちづくりの大切

な視点」を踏まえ

た事業の取り組み 

●施策体系別計画 


